
（別表）再生可能エネルギー発電設備に係る持ち回りによる関係各課への照会

台帳地目 現況地目

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

森林法（第5条第1項に規定する地域森林計画により定めた森林の区域及び同法第
25条第1項に規定する保安林）

農業振興地域内の農用地区域（営農型太陽光発電事業を除く）

　　／　

　　／　

R　　年　　　  ／

　　／　

文化観光課
（２F)

法93条（埋蔵文化財包蔵地内での行為）
法・条例（指定文化財の所在する区域及び史跡
名勝天然記念物の指定地）

R　　　年　　　  ／

産業振興課
（２F）

鳥獣保護法（鳥獣保護区における行為）
※場合によっては、県へ確認していただくこともあります

　　／　

静岡県立自然公園条例（第19条第1項に規定する特別地域） 　　／　 R　　　年　　　  ／

環境課
（１F)

（裏面あり）

申請者名称（会社名）

申請者氏名

連絡先

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
（土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域）

持ち回り者名称（会社名）

持ち回り者氏名

連絡先

土木課
（２F)

照会内容（関係法令等）確認窓口

　　／　

　　／　

　　／　

　　／　

　　／　

R　　　年　　　  ／

R　　　年　　　  ／

R7.７月～

申
請
箇
所

手続き、協議等完了日
（許可がおりた日）

確認日・確認者届出等の手続き、協議等該当

R　　　年　　　  ／

R　　　年　　　  ／

地 名 地 番
※記入しきれない場合は、裏面にご記入ください。

景観法 R　　　年　　　  ／

R　　　年　　　  ／

都市計画法　（風致地区内での行為） R　　　年　　　  ／

都市計画法
（第一種及び第二種低層住居専用地域、第一種及び第二種中高層住居専用地域、第
一種及び第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域）

R　　　年　　　  ／

R　　　年　　　  ／

地すべり等防止法　（地すべり防止区域内での行為）

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 （急傾斜地崩壊危険区域内での行為）

砂防法　（砂防指定地内における行為）

R　　　年　　　  ／

河川法　（24条、26条1項、27条1項）

【抑制区域】
事業区域の全部又は一部が抑制区域内に該当する場合は同意しないものとしています。
抑制区域該当有無の確認が終了し、抑制区域に１つでも該当がある場合は、一度、環境課へお越しください。

抑制区域に該当した場所の設置届を提出する場合、自然環境や生活環境に、あきらかに影響がないと分かる根拠資料を添えてください。
設置届提出後の審査において、計画の変更や不同意となる場合もございますので、ご了承ください。

都市計画課
（２F）

都市政策課
（２F)

都市計画法　（指定大規模既存集落） R　　　年　　　  ／

湖西市文化財保護条例

文化財保護法

静岡県文化財保護条例

　　／　

　　／　

　　／　

　　／　

　　／　

R　　　年　　　  ／

　　／　 R　　　年　　　  ／



【関係法令】

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

あり なし 不要 要

※庁外施設に関しては、電話やメールで確認いただいても問題ありませんが、その旨を記載いただきますようお願いいたします。

　ただし、窓口で確認する必要がある場合もございますので、該当箇所の確認・必要手続きの詳細は、法令所管組織にご確認ください。

台帳地目 現況地目 台帳地目 現況地目

申請箇所
※表頁不足分

必要に応じて活用
ください。

地名地番 地名地番

　　／　

　　／　静岡県水資源課 静岡県水循環保全条例（土地売買、開発行為）

静岡県盛土等による環境の汚染の防止に関する条例 　　／　 R　　　年　　　  ／

静岡県生活環境課 静岡県環境影響評価条例　※敷地面積５ha以上の場合 　　／　 R　　　年　　　  ／

静岡県盛土対策課

西部健康福祉ｾﾝﾀｰ
環境課

土壌汚染対策法　※開発面積0.3ha以上の場合

　　／　 R　　　年　　　  ／盛土規制法

産業振興課（２F） 農地法

税務課（１F） 地方税第341号（償却資産の該当）

湖西市モノづくり推進室 工場立地法（特定工場における発電設備の設置）

　　／　

環境課記入

R　　　年　　　　／

　　／　 R　　　年　　　  ／

　　／　 R　　　年　　　  ／

確認日・確認者 手続き、協議等完了日確認窓口（庁外） 照会内容（関係法令等） 該当 届出等の手続き、協議等

R　　　年　　　  ／

建築住宅課（３F） 建築基準法（確認申請、完了検査申請） 　　／　 R　　　年　　　  ／

土木課（２F) 道路法（24条、32条、47条の２） 　　／　 R　　　年　　　  ／

湖西市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 　　／　 R　　　年　　　  ／

都市計画課
（２F)

国土利用計画法（土地売買の届出） 　　／　 R　　　年　　　  ／

都市計画法（開発行為） 　　／　 R　　　年　　　  ／

危機管理課（２F） 津波防災地域づくりに関する法律（津波により浸水が想定される区域） 　　／　

確認窓口（庁内） 照会内容（関係法令等） 該当 届出等の手続き、協議等 確認日・確認者 手続き、協議等完了日

農地転用以外の関係法令の手続き・許可が済んでいる状態で設置届をご提出ください。

R　　　年　　　  ／

R　　　年　　　  ／


